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●通院を小学校就学前まで拡充するのに必要な額
は約７億９千万円
●入通院とも小学校卒業まで拡大するために必要
な額は約２２億６千万円
●入通院とも中学校卒業まで拡大するために必要
な額は約２９億円

　子ども医療費の拡充を求める請願が
２０１３年６月議会に提出されました。こ
の請願は、継続審査を繰り返す自民党
と公明党により２０１５年９月議会で廃案
となりました。
　拡充については、県の保健福祉部も
予算要求しており、今回の知事の方針
転換は、オールみやぎの声と運動が３５
すべての市町村の要望となり、知事に
「市町村に寄り添う県政」が必要と決断
させたものです。

　３４の先進国が加盟するＯＥＣＤの資料
で、日本の貧困状態にある子どもの割
合は、１５％を超えています。子どもの
貧困率を改善するために、「住民の命と
暮らしを守る」責任をもつ自治体が、
がんばるべきです。
　党県議団は、子どもの貧困対策に全
力でとりくます。子ども医療費助成の拡
充をはじめ、給付制奨学金の創設、保
育園待機児童の解消、若者への経済的
支援など県民のみなさんと力をあわせ
て強く求めていきます。

今後の焦点は
どこまで
拡充するか？ １９７２年 無料化要求の直接請求署名運動おこる

１９７３年 ゼロ歳児（入院・通院）の医療費無料化が実現
１９７４年 １歳児まで拡大（入院・通院）
１９７５年 ２歳児まで拡大（入院・通院）
１９７６年 入院のみ３歳児まで拡大
１９８４年 児童扶養手当を基準とした所得制限導入
１９９２年 老齢福祉年金を基準とした所得制限に緩和
１９９９年 入院のみ５歳児まで拡大
２００２年 入院のみ就学前まで拡大
２００５年 窓口無料が実現
２０１７年 ２月定例会に拡充予算の提案予定

拡充に必要な財源は？

県内・全国はすでに大きく拡充

請願を廃案にした一刻も早く
子どもの貧困解消へ
一刻も早く
子どもの貧困解消へ ひ
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重い自公の責任

●県内には３５自治体（市町村）があります
●入通院とも１８歳まで無料は１2自治体です
●入通院とも１５歳（中卒）まで無料は１８自治体です。

●全国には４７都道府県があります
●入通院とも中卒まで無料は６都県です
●入通院とも小卒まで無料は９府県です

県
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（乳幼児医療費に対する援助の実施状況、県調べ）

（子ども医療費助成、全国保険医団体連合会調べ）

宮城県における
乳幼児医療助成の歩み

※上記額は、子育て支援課に依頼し、拡充に必要な増加所
要額を試算してもらったもの。宮城県の財政力は東北一、
県の判断で活用可能な基金も充分あります。

42
ぶり
年通院が

  拡大すれば
通院が
  拡大すれば


